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自由民主党

●子育て支援策の拡充について
問 本市は総合的な子育て支援策を積

極的に推進すべきである。今秋開設予

定の（仮称）子育ていろいろ相談セン

ターが果たす役割に期待するが、これ

を契機とした各相談機関の連携と市民

へのＰＲ方法、また、働く女性の仕事

と子育ての両立を支援するための保育

サービスの充実について伺う。
答 （仮称）子育ていろいろ相談セン

ターでは、子育ての相談や情報提供の

中核として事業を行う。さらに相談機

関のネットワーク化を図り、多様な相

談に的確にこたえられる体制を構築す

るとともに、これら相談機関のＰＲも

母子健康手帳の活用など積極的に行っ

ていく。また、早朝や午後６時以降の

延長保育、休日保育の実施、夜間保育

所の設置など、今後とも多様な保育サ

ービスの拡充を図っていきたい。

その他の質問項目
予算編成の基本姿勢と今後の財政運

営、青少年の健全育成、体験学習へ

の取組み、児童いきいき放課後事業

の充実、オリンピック招致活動の基

本方針など

公 明 党

●障害者施策の充実について
問 障害者の自立生活を支援し、生活

の質の向上を図るため、地域における

支援体制の整備や在宅支援サービスの

充実に併せて、施設入所を必要とする

障害者が身近な地域で生活できるよう

施設整備が求められている。また、障

害者の切実な就労支援をどう果たして

いくのか。今後の具体策について伺う。
答 平成１４年度までに、新たに身体障

害者療護施設は定員６０名分を、知的障

害者入所施設は定員３７０名分を目標と

して計画的に整備を進めており、入所

者の生活の質の向上が図れるような新

たな施設の形態について研究・検討す

ることとしている。また、障害者の就

労支援については、平成１１年度には市

内の５か所の公共職業安定所に対応し

た就労支援センターの整備に向けて拡

充を行い、一層の促進を図っていく。

その他の質問項目
行財政改革の推進、青少年に夢と希

望を与えるオリンピック招致活動、

中小零細企業対策、学校教育におけ

る家庭・地域との連携、少子化問題

に対する取組みなど

日本共産党

●高齢者対策の充実について
問 来年４月と迫っている介護保険の

実施にあたっては、実情に応じた保険

料の減免制度を設けるべきであり、自

治体の基盤整備促進のための国による

補助が必要である。また、現行の介護

給付水準を下回らない確かな保障と利

用料の減免制度づくりが必要であり、

介護保険実施前に、これらの点で国に

対して改善を求めるべきである。
答 保険料の減免は、災害等により負

担能力が著しく低下した場合には行う

予定である。また、利用料の負担が高

額になる場合、高額介護サービス費を

支給して自己負担の軽減を図り、低所

得者の負担軽減にも配慮する。保険料

や利用者負担の減免については、国に

対して、対象となる範囲や額を明らか

にし、その減免にかかる費用は国費で

措置することを要望している。

その他の質問項目
保育施策の質的拡充、障害者に対す

る根本的な支援策、１区１保健所体

制の存続、学校施設の改善、野宿生

活者対策、大阪市官公需での中小企

業発注比率の引上げなど

大阪市民連合

●環境問題への取組みについて
問 温暖化をはじめとする地球環境問

題の解決に向けて、とりわけ環境に配

慮した事業活動の経営・管理が重要と

なっている。そこで、環境管理のための

国際規格であるＩＳＯ１４００１が注目さ

れており、この規格はトップが環境に

関する方針を立案することを求めてい

るが、この認証取得に向けた市長の強

い決意と今後の取組みについて伺う。
答 ＩＳＯ１４００１は、事業活動に伴って

発生する環境への負荷を低減するため

の仕組みを定めており、行政が率先し

て認証取得することにより、市民・企

業の環境配慮への波及効果が大いに期

待できると考えている。今後、本市の

最高責任者である市長が先頭に立っ

て、本庁舎の認証取得の気運を盛り上

げ、環境影響の詳細調査などを実施し、

今年秋の認証取得をめざしていく。

その他の質問項目
抜本的な地方税制改革、地方分権推

進と区政改革、行財政改革と事業手

法、ノーマライゼーション社会の実

現、教育の地方分権、経済政策と中

小企業対策など

民友市民クラブ

●大阪経済の活性化について
問 今後の大阪経済の展望を見いだす

には、多様で活力ある中小企業の育成

発展に努め、産業構造の転換を積極的

に推進することが重要であり、そのた

めには、ベンチャービジネスの振興な

ど大阪産業の活性化に向けた新産業の

育成、技術支援等の施策が必要と考え

るが、市長の所見を伺う。
答 ベンチャービジネスの振興を図る

ため、島屋ビジネスインキュベータを

開設するとともに、広く全国から公募

するベンチャービジネスコンペを開催

しており、平成１１年度にはこのコンペ

を拡充して「創業予定者部門」を創設

し、そのアイデアや技術の事業化を積

極的に支援していく。また、平成１１年

度には産業科学技術振興計画を策定

し、中小企業に対する技術開発支援体

制を強化していきたい。

その他の質問項目
行財政改革での職員の意識改革、総

合防災情報システムの整備、福祉人

材の養成・確保、生涯学習の促進、

バス事業の抜本的な再構築策、国際

集客都市づくりなど

自由民主党

●教育問題への取組みについて
問 家庭教育の中で基本的な躾などを

教えることが不十分であるため、子ど

もが不幸な事件も起こしている。親を

対象とした子育ての相談や指導の体制

づくりが必要である。また、子どもが

国旗・国歌を正しく理解し、他国を尊

重する国際的常識を身に付けることも

必要と考えるが、所見を伺う。
答 本市独自のスクールカウンセラー

事業などで、親や子どもの相談に応じ

多くの成果を挙げてきたが、さらに各

幼稚園ごとに保護者向けの「子育て講

座」、中学校には「思春期の子育て講座」

の開催を要請しており、小学校でも子

育て支援を計画したい。また国際競技

大会における「一校一国運動」は、こ

ども達が国際理解を学べるチャンスで

あり、自国や他国の国旗・国歌を尊重

する心情が育つよう全力で取り組む。

その他の質問項目
区役所窓口サービスの総合化、介護

保険制度における民間事業者参入支

援策、ごみ減量・リサイクル推進に

向けた市民の活動に対する支援、野

宿生活者対策など

財政総務委員会
●財政運営について
問 本市の財政状況並びに今後の財政

運営への取組みは
答 都市基盤や生活環境の整備に伴う

公債費や福祉費などが増大する中で、

市税収入が２年連続して前年度を下回

り、本市財政は極めて深刻な事態とな

っているが、予算編成では投資的経費

のシーリング強化や施策の優先順位の

選択に努めた結果、一般会計の予算規

模は０．５％の微増にとどまった。今後も

行財政運営の簡素・効率化に積極的に

取り組む。また、増大する行財政需要

にこたえるには自主財源の拡充が重要

であるので、地方税財源拡充の要望に

も引き続き取り組みたい。

●２００８年オリンピック招致について
問 ＩＯＣの不祥事を踏まえた本市の

招致活動の進め方は
答 ＩＯＣの不祥事は不幸だが、本市

はもともとオリンピック精神に則り、

正々堂々と招致活動を進めることにし

ていたので、基本的な方針に変更はな

い。今秋に出されるＩＯＣの２００８年大

会の招致マニュアルには、金のかから

ない、開催地の選定過程が明らかにさ

れる、選定関係者による現地視察、の

３点が盛り込まれることが望ましいと

考えている。そのマニュアルが明らか

になった時点で具体的な招致活動の内

容を固めるが、環境問題なども含めた

クリーンな招致をアピールしたい。

その他の質疑項目
行財政改革への取組み、外郭団体の

経営改善、災害対策の推進、区政改

革、市有地の有効活用など

文教経済委員会
●中小企業支援・振興策について
問 中小企業の経営支援や大阪経済の

活性化を図る方策は
答 中小企業の経営安定化のため、今

後も制度融資などの施策の充実に努め

る。また、大阪経済の活性化のために

は、優秀なべンチャー起業家の発掘や

研究・技術開発の面で産・学・官の連

携を図りたい。さらに商店街など地域

の小売商業は市民の消費生活を支える

とともに、まちの活性化に重要な役割

を果たしており、従来からハード・ソ

フト両面で積極的に支援してきたが、

平成１１年度には提案型イベント支援事

業を創設するなど個性的で魅力ある商

業集積づくりを支援したい。

●教育問題について
問 いじめや不登校などの問題に対す

る解決策は

答 これまでも児童生徒の心のケアを

図るスクールカウンセラーやメンタル

リーダーなどの教育相談事業を積極的

に推進するとともに、研修等を通じて

教員の資質向上にも努めてきた。しか

し、教育問題は学校の対応だけで解決

できるものではなく、家庭や地域の教

育力を高めていくことが求められてお

り、この観点から、教育センターなど

で子育て相談や育児講座などを、また

社会教育において家庭教育学級や幼児

教育大学などを実施している。

その他の質疑項目
中学校昼食事業の試行、中央卸売市

場本場整備と事業会計の健全化、市

大病院での臓器移植への取組状況、

地域振興券の経済効果など

民生保健委員会
●市民病院の経営問題について
問 市民病院の経営健全化に向けての

取組みは
答 高額医療機器のさらなる活用はも

とより、各市民病院の有する医療機能

の特色を生かしつつ、総合医療センタ

ーを中心とした市民病院間の連携をよ

り一層図りたい。また、業務の集約化

などについても検討していきたい。そ

して、経営健全化計画の期間内に目標

が達成できるよう、種々改善項目に取

り組みながら計画を着実に推進し、経

営の健全化に努めたい。

●介護保険制度について
問 平成１２年４月から導入される介護

保険制度に向けての取組みは
答 介護保険の保険料の基準額の設定

は、本市における高齢者実態調査の結

果から必要なサービス量と種類を把握

し、国から示される予定の介護報酬の

額等を勘案しながら、事業計画策定委

員会で検討していきたい。また、保険

料の最終決定時期を平成１２年２月～３

月と予定しているが、今年夏ごろには

中間的な取りまとめを行っていきた

い。さらに低所得者への配慮として、

負担を社会全体で支え合い、負担能力

に応じた負担を求める観点から、原則

として５段階の保険料としている。

その他の質疑項目
国民健康保険料の収納率向上、低年

齢児保育の待機児解消策、ダイオキ

シン類対策など

計画消防委員会
●住宅施策について
問 良質な住宅供給と市内定住促進の

ための住宅施策への取組みは
答 平成１１年度から、市営すまいりん

ぐにおいても家賃軽減措置の拡充を実

施し、中堅層の定住促進を図っていき

たい。また、老朽鉄筋市営住宅の建替

事業は、諸条件を整備しつつ入居者の

理解を得て円滑に推進できるよう積極

的に取り組んでいる。建替事業を行っ

た際の負担家賃についても、応能応益

家賃制度や５年間の負担緩和措置など

を適用して軽減を図っていきたい。今

後とも、市民ニーズに沿った多様な住

宅供給に努めていきたい。

●まちづくりについて
問 官民一体となって行うべきまちづ

くりの促進策への取組みは
答 平成９年１２月に、市民と行政が協

働してまちづくりに取り組む「まちづ

くり活動支援制度」を創設しており、

地域の特色に応じたまちづくり構想の

策定を区役所と連携して支援を続けて

いる。さらに、民間老朽住宅の建替促進

策として、ＪＲ環状線外周部を中心に

分布する老朽木造住宅地域約３，０００ha

余りを対象としたアクションエリアに

おいて、建替建設費補助や融資利率の

優遇措置を実施し、重点的な建替促進

を行うこととしている。

その他の質疑項目
ＯＣＡＴの経営改善計画、阪神西大

阪線の延伸、阪神高速道路通行料金

の値上げ抑制、消防情報システムＡ

ＮＳＩＮの運用状況など

建設港湾委員会
●公園緑地の整備について
問 緑化施策の充実とその具体的な取

組みは
答 現在策定中の「緑の基本計画」は、

公園や緑地だけでなく、道路、学校、

市営住宅や下水処理場など公共・公益

施設の敷地内、さらには民有地におけ

る緑化にいたるまでを広範囲にとら

え、緑化に関する普及・啓発など、ソ

フト面での施策も充実させるととも

に、市内各地域の特性を活かし、その

地域を特徴づける緑の施策を具体的に

提示し、緑が市域全体に占める面積率

のような市民にわかりやすい「緑の整

備目標値」についても定めていきたい。

●臨海部におけるまちづくりについて
問 咲洲コスモスクエア地区の整備や

築港地区の再開発は
答 咲洲コスモスクエア地区について

は、建設中の運河、海洋博物館、海浜

緑地などの整備を進めることにより、

アメニティ豊かなまちの魅力が一層増

すものと考えている。今後、企業進出

を促す情報通信関連施設などの誘致を

推進し、２１世紀にふさわしい国際ビジ

ネス拠点として整備していくととも

に、イベントの開催など土地の暫定利

用を進め、地区全体の活性化を図って

いきたい。また、築港地区では、文化・

芸術の情報発信拠点となる芸術家村計

画を核として、商業、文化施設を集積

する交流拠点、人口回復策に資するた

めの住宅などを整備していく。

その他の質疑項目
外郭団体が経営する駐車場の一元

化、浸水対策の推進、雨水・汚水の

合流式下水道の改善対策、新人工島

の整備など

交通水道委員会
●交通事業について
問 経営の健全化方策の柱である増収

対策への取組みは
答 エレベーター・エスカレーターの

整備促進などサービス改善策を今後も

積極的に推進したい。また、レインボ

ーカードの臨時発売の強化や販売網の

拡大など、これまでの利用促進策に引

き続き取り組んでいく。さらに、これ

までと違った発想、視点に立って、各

種施設や私鉄等も含めた幅広い企画乗

車券やレインボーカードの贈答用５００

円券の発売、修学旅行での共通一日乗

車券の利用誘致への取組みなど、新た

な利用促進策を検討・実施することに

より、乗車人員の減少傾向に歯止めを

かけ、運輸収入の増加を図りたい。

●水道事業について
問 経営改善方策における経営の効率

化への取組みは
答 平成９・１０年度の２年間で１００名

余りの効率化による削減効果を見込ん

でおり、今後も施策の着実な実施によ

り、目標の２００名を少しでも上回るよう

に努め、できるだけスリムで最大の効

果を発揮できる体制づくりをめざした

い。さらに、業務全般について、直接

職員の手で行うことが効果的なもの、

委託や請負になじむものを精査・検討

し、より今日的な手法を選択すること

により、効率的な業務処理体制になる

よう、今後の退職者数も勘案しながら

中・長期的に取り組んでいきたい。

その他の質疑項目
規制緩和を見据えた将来のバス事業

のあり方、ダクタイル鋳鉄管カルテ

ル事件への対応、高度浄水処理水の

市民へのＰＲなど

平成１１年度予算案を可決
2月・3月定例会

大阪市会の２月・３月定例会は、２月１７日から３月１７日まで開かれ

ました。２月１７日には、市長から総額４兆１，６３２億９，１００万円に上る大

阪市の平成１１年度予算案等が提出され、２月２３日・２４日の本会議で、

各会派から代表質問が行われました。

その後、予算案等の審査は、６つの常任委員会にそれぞれ所管別に

付託され、各委員会において慎重かつ専門的に行われました。

そして、３月１６日の本会議で、平成１１年度予算案等は、賛成多数に

よりいずれも原案どおり可決されました。

また、この定例会では、平成１０年度補正予算案や文化財保護条例案、

「国旗・国歌の法制化に関する意見書」、「本市同和施策の今後の進め

方に関する決議」など合わせて１０２件の案件が可決されました。

各会派の代表質問

大阪市会だより

本会議での審議の模様（傍聴席から見た議場）

２月２３日の本会議では自由民主党、公明党、日本共産党が、翌２４日の本会議では大阪
市民連合、民友市民クラブ、自由民主党が、それぞれ予算案等に対する代表質問を行い
ました。その質問の中から主なものを紹介します。

市 会 の 動 き
〔２月・３月定例会〕
２．１０（水）招集告示
１２（金）・１５（月）

常任委員会（事前調査）
１７（水）本会議＜開会＞（予算案

等の市長説明など）
２３（火）・２４（水）

本会議（代表質問）
２５（木）常任委員会（説明等）

２６（金）常任委員会（実地調査）
３．２（火）～５（金）

常任委員会（質疑）
１１（木）・１２（金）

常任委員会（事前調査）
１６（火）常任委員会（態度決定）

本会議（予算案、意見書
等の可決など）

１７（水）本会議＜閉会＞

編集と発行…大阪市会事務局調査課 大阪市北区中之島１‐３‐２０�６２０８‐８６９４
大阪市会ホームページアドレス…http://www.city.osaka.jp/shikai/

去る４月１１日の大阪市会議員選挙
で、市内２４区から９０人の議員が市民の
皆さんの代表として選ばれました。今
回当選した議員の任期は、平成１１年４
月３０日から平成１５年４月２９日までの４
年間です。
大阪市会では、市会議員選挙後初め
ての市会（定例会）を５月１４日（金）
から開きます。この定例会では、議長、
副議長や各常任委員会の委員長を選出
するなど、新しい市会の構成が決めら
れ、大阪市会の活動が本格的に開始さ
れることになります。

大阪市会議員の
新たな任期が

スタートしました

平成11年5月

可決された意見書・決議
２月・３月定例会では、以下の意見書・決議が可決され、意見書は関係先へ

提出されました。

○国旗・国歌の法制化に関する意見書（平成１１年３月１６日可決）

（趣旨）政府においては、国民の合意のもとに、国会において法制化に向け

ては十分に論議を尽くされるよう強く要望する。

○本市同和施策の今後の進め方に関する決議（平成１１年３月１７日可決）

（趣旨）差別のない市民一人ひとりの人権が尊重される「国際人権都市大阪」

の実現を目指すべきである。

常任委員会での主な論議

市会だよりは、定例会の模様をお伝えするため、年４回発行しています。
今回から、予算・決算号は紙面を拡充し、２ページとなりました。次号は、７
月発行予定（内容＝市会役員等の選出）です。なお、市会の模様は市会だよりの
ほか、市会広報テレビ番組（「私たちと大阪市会」・年６回）や本会議の傍聴、常
任委員会等のモニター放映、会議録の閲覧などでご覧いただけます。

〔問合せ：市会事務局調査課 �６２０８―８６９４〕

３月２日～５日の４日間、６常任委員会においてそれぞれ予算案
等に対する論議が交わされました。その主な内容を紹介します。

お 知 ら せ


大阪市会だより 平成11年5月

�
総額４兆１，６３２億９，１００万円
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